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〔研究ノート〕

グローバル会計研究の新潮流
―グローバル・マクロからローカル・ミクロへ―

岡本　紀明
（立教大学　教授）

2000 年代に入り国際会計基準審議会（IASB）が国際財務報告基準（IFRS）を初めて公表して以降，既に
20 年以上が経過した。その間，会計基準の世界的統合（特に IFRS の適用）に関する意義や有用性をめぐり，
数多くの研究が世界中で行われてきた。本稿は，IFRS の効果に関するこれまでの研究結果を包括的にレ
ビューした最近の研究に焦点を当て，会計基準のグローバル化の成否に関する主張を検討し，明確な結論が
得られていない点を指摘する。その上で，近年の関連研究に関する一つの動向に注目する。それはグローバ
ル・マクロな定量的研究の潮流とは対照的な，ローカル・ミクロな観点に基づく研究の台頭である。本稿で
は，俯瞰的なグローカルの観点からこの動きを捉え , 今後のグローバル会計研究へのインプリケーションを
提示する。

A new direction in global accounting research:  
From global macro to local micro

Noriaki Okamoto
（Professor, Rikkyo University）

More than 20 years have passed since the International Accounting Standards Board （IASB） published 
the first International Financial Reporting Standards （IFRS） in the early 2000s. During this time, numerous 
studies have been conducted around the world on the significance and benefits of global accounting 
standards （especially the use of IFRS）. This paper focuses on a recent study that comprehensively reviews 
previous research on the effects of IFRS, examines arguments about the success or failure of the global 
accounting standards, and points out the lack of a clear conclusive result. In addition, the paper focuses on 
a trend in recent related research: the rise of research based on a local micro perspective, in contrast to the 
trend of global macro-quantitative research. This paper considers this movement from a unique glocal 
perspective as a new direction for accounting research and presents implications for future global 
accounting research.
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Ⅰ　はじめに（1）

国際会計基準審議会（IASB）が 2001 年に設立されてから既に 24 年が経過し，本稿執筆時点（2025 年
4 月）まで，19 の会計基準（IFRS：国際財務報告基準）が公表されている（未適用も含む）（2）。さらに振
り返れば，IASB 設立以前から会計制度のグローバル化をめぐる研究は勢いを増しており，会計基準の国際
的統一の是非をめぐる研究は，少なくとも 30 年以上の歴史があると言っていいだろう。それと並行して，
企業の財務情報の蓄積やデータベース化が進み，よりまとまった財務データを用いた実証研究が台頭し，多
くのサンプルを対象とした包括的な会計研究が，世界各国で盛んに行われるようになった。そういった歴史
的背景もあり，特に近年は数多くの実証研究の成果を体系的に整理・分析したレビュー研究も見られるよう
になった。端的に言えば，IFRS の意義をめぐるこれまでの研究の到達点を確認しようという動きである。
本稿はこのようなメタレビュー的な側面を有する研究をいくつか比較検討し，一定の共通点を見出す。それ
を踏まえてさらなる考察を加え，グローバル会計研究の今後の方向性を提示する（3）。

Ⅱ　IFRS の意義と効果：レビュー論文における諸説の検討

まず前提として，本稿は論題にもある「グローバル会計研究」を IFRS に関する研究と位置付け，その中
でも企業外部への財務報告のための基準としての有用性に主眼を置いたものに絞る。したがって，IFRS の
導入に伴うマネジメントへの効果（管理会計的な視点も含む）や税務会計への影響等を論じた研究は，基本
的に対象としていない。そういった観点に基づき，IFRS に関する実証研究の結果を広くレビューして IFRS
の意義に論及した研究として，ここでは特に Tarca （2012），Cascino et al. （2023）および Song and 
Trimble （2022）に絞り（4），中心的に比較検討する。

まず Tarca （2012）は，IFRS の適用に関するそれまでの研究結果を振り返った研究であり，実際に IFRS
財団にも提出され，IASB における討議でも参照されている。著者である Ann Tarca 氏自身は，2017 年か
ら 2025 年まで（予定）IASB の理事を務めているが，その職務以前の研究であり，かつ IASB に明示的に取
り上げられた，数少ないアカデミックな研究の一つと位置付けられる。当該研究は，それまでの IFRS に関
する先行研究を概観して様々な角度（先進国における市場の効率性，経済発展，金融危機後の財務規制等）
から考察し，個々の国家レベルで IFRS 導入による便益は各々異なるが，IFRS の導入は総合的に資本市場の
効率性を改善し，国際的投資を促したというエビデンスが見られると提示した。ただし，IFRS 導入による
便益は特に適切な制度的環境のもとで顕著になると強調され，適用国の法規制や有能な会計プロフェッショ
ン，十分な規制体制といった制度的インフラがあって初めて結実するため，各国の個別的状況を考慮して，
さらに研究を進める必要があると結論付けられた。

次 に Cascino et al. （2023） は，JIAR（Journal of International Accounting Research） 誌 の 主 催 に よ り
2022 年に行われた，IFRS 関連研究者（欧州からのパネリスト）4 名によるセッション「IFRS 研究の 20 年
を振り返って」における発言をまとめた研究である。パネリストの中でも Cascino 氏（LSE）は，IFRS に基
づく財務報告規制にとって，事前の費用便益分析（実証研究）は殆ど役に立っていないと主張する。つまり，

「エビデンスに基づく政策決定」は全く行われておらず，これまでの研究は「政策に基づくエビデンス」の
寄せ集めであり，追認的なものが多くを占めてしまっていると述べる。加えて，医薬に関する研究等で現在
実際に用いられている RCT（ランダム化比較試験）を IFRS 関連の研究に取り入れることは現実的に困難で
あり，結果として，薬や治療を適当に選んで試し，後から効果を検討するという古典的な方法に至っている
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と指摘される。Daske 氏（Manheim 大学）は，IFRS の導入は会計の歴史上，非常に大きな革命であり，膨
大な数の研究が行われてきたが，IFRS の効果について一般的な結論を導き出すのは難しいと述べる。IFRS
は強力なエンフォースメントのもとで効果があると言われるが，その効果を正確に測ることは困難であり，
これまでの実証研究のように，ダミー変数による分析だけでは限界がある点が指摘される。続いて Florou
氏（Bocconi 大学）は，各国で IFRS の適用に関するエンフォースメント状況が異なる点が問題であり，
IASB がそれを強制できない点もその問題を大きくしていると主張する。したがって，今後の IFRS 研究は，
各国の状況を掘り下げる方向に進むのではないかと述べる。最後に Gassen 氏（Humbolt 大学）は，マクロ
な観点から相当な数の IFRS 関連研究があるが，その因果関係の連鎖は未だ解明されていないと論じる。例
えば，実際に IFRS ベースの情報が国内基準ベースのものより優れており有益であるとアナリストが実感し
ていると裏付けた研究はない。こういった問題には，インタビューやサーベイなど，定性的な事例に基づく
探索的・記述的研究が重要ではないかと Gassen 氏は述べる。以上，Cascino et al. （2023）における登壇者
の見解をまとめると，マクロなデータを用いたグローバルな IFRS 研究は進展したが，新たな知見を見出す
には，ローカルな状況を十分に考慮したミクロな研究も求められていることが示唆される。

Song and Trimble （2022）は，世界 195 カ国の IFRS の適用時期（1990 年から 2019 年まで）・適用形
態に関する包括的分析である。それによれば，IFRS 適用の時期やその程度は国ごとに多様であり，その動
機や意義および効果（例えば資本コストの低下など）を比較分析すべく，サンプルを IFRS 適用国／非適用
国と二分したり，グルーピングしたりするのは極めて困難であると結論付けられる。換言すれば，当該研究
は特定の因果関係を分析したものではないが，マクロなグローバル会計研究の限界を指摘（ただその方向性
を否定するものではない）していると捉えられる。

以上，これら 3 つの先行研究における知見をまとめると，以下の 3 点を共通して指摘できる。第 1 に，
IFRS の効果を追究したマクロな実証研究は数多く行われてきたが，明確な効果に関する統一的な見解は得
られていない。第 2 に，その理由として，IFRS を支える制度的・文化的インフラ，例えば各国の資本市場
制度の違いがその効果に重要な差異をもたらし得る点が挙げられる。第 3 に，そのような制度的インフラ
の違いにも様々な諸制度が複雑に作用するため，変数化して分析することが難しい。

こういった点を考慮した動きとして，Bengtsson and Argento （2023）が指摘するように，IFRS とのコン
バーンジェンスだけでなく，ダイバージェンスにも注目が集まっている（任意適用もコンバージェンスとダ
イバージェンスの連続帯の一形態であると捉えられる）。コンバージェンスとダイバージェンスの違いを生
む要素として，「IFRS 普及の程度」，「国内制度との適合性」，「国際金融への依存度」，「IFRS をめぐるネット
ワークへの参加度」などが指摘される。

Ⅲ　グローカルな視点の展開：比喩的考察とローカル・ミクロ研究の台頭

1.　グローバルとローカルを包摂するグローカルの視点
前節では，これまで行われてきた IFRS に関する実証研究のレビュー論文を複数取り上げて検討し，IFRS

の有効性は条件付きでは見出せるものの，その意義自体については，未だに意見が分かれている点を強調し
た。その理由の一つとして，上述のように，ローカルな文脈における制度や慣習と IFRS との複雑な関係が
挙げられる。そこで，IFRS という特定のグローバルな制度の意義や効果をさらに究明するためには，グロー
バルとローカルな関係はいかにあるべきかに関する知見を参考にするのが有益であると考えられる。本節で
は IFRS をより俯瞰的に捉えるべく，そのような分析視座を提供し得ると考えられる「グローカル研究」に
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注目する（5）。事実，過去の会計研究においても，「IFRS のグローカル・ジレンマ（グローバル化を図るため
によかれと思いローカル化の余地を排除してしまうことが，返ってグローバル化への芽を摘んでしまうとい
う逆転現象）」が指摘されている（田口，2017）。

近年，グローバルとローカルの両立を意味する観点から，グローカルという言葉を目にすることが少なく
ない。諸説あるが，それはグローバルとローカルを両方重視し，バランスをとりながら諸問題を解決しよう
とする姿勢であると解することができる（Roudmetof, 2015）。つまり，グローカルはグローバルとローカ
ルの相互作用を活かしつつ，課題解決に臨むハイブリッドなスタンスであると言える（6）。意外なことに，
このグローカルという言葉の発祥は，日本発の「土着化」であるというのが通説のようである（Roudmetof, 
2015）。

それではなぜ，このグローカルという用語が注目されるに至ったのであろうか。少なくとも以下の 2 点
が挙げられるだろう。第 1 に，従来のグローバル研究がグローバル化をキーワードに据え，その起点を欧
米先進諸国であると見なし，非欧米発展途上国をグローバル化の終点ないし到達点（周縁）として捉える傾
向があった（成城大学グローカル研究センター , 2020, ii）。その場合，分析視角がやや一面的になり，いわ
ゆるローカルもしくは周縁からの考察は疎かになる可能性がある。第 2 に，グローバル化の観点に立脚す
ると，どうしてもその作用は普遍化もしくは均質化という視点で物事の変化を捉えがちになる。それが偏っ
た場合，どうしても特殊化もしくは多様化という視点を軽視しがちになってしまう（上杉 , 2020, 16 頁）。

こういった理由を背景として，より「グローバル（地球全体）とローカル（特定の場所・空間）を同時に
見据える（成城大学グローカル研究センター , 2020, i）」グローカルな視点が希求されたと見ることができ
るだろう。ただし，ある意味中庸的なグローカルな視点を採用したところで，何か新たな知見は得られるの
か，それは単に現在進行形のグローバル化に抵抗して批判しているだけではないかという意見も想定される。

この疑問に対する応答として，グローカルな見方はグローバルとローカルの相互作用及び補完的側面への
注目を促し得る。上杉（2020, 22-23 頁）は Roudometof （2016）を引用しつつ，概念装置としてのグロー
カル空間を提示する。すなわち，グローカルにおけるローカルな場所や空間は固定したものではなく，状況
に応じて不断に創造・再編される。どこで空間を区切るかは状況依存的で解釈が伴うが，固定的な空間で生
じている事象にグローカルな視点を照らし合わすことで，相対的な側面が浮き彫りになり，対立が解消する
など問題解決に至ることもあり得る。次項ではグローカルな視点がいかにして問題解決を導くのか，関連す
る事例に言及する。

2.　事例に基づく比喩的考察：グローバルな視点によるローカルな社会問題の解決
そこで会計の文脈から離れるが，社会的な注目を集めた一つの事例を取り上げることが有益であると考え

る。ここでは，グローカルな課題解決の一例として，我が国で最近大きく衆目を集めたジャニーズ事務所の
性加害問題に着目する。日本というローカルな国内空間では長きにわたり触れられてこなかったブラック
ボックス的課題に，グローバルな報道機関がメスを入れ，世界的なネットワークを生かした相対的な視点か
ら，問題を周知させ明るみに出したという点で，グローカルな課題解決と言えるだろう。

概要を紹介すると，BBC（英国放送協会）がジャニーズ事務所の創設者である故ジャニー喜多川氏による
性的虐待問題について水面下で取材を重ね，2023 年 3 月 7 日にドキュメンタリー番組「J-POP の捕食者：
秘められたスキャンダル」を放送し，喜多川氏が所属する少年たちに長年にわたり性的虐待を行っていた事
実を世界中に伝えた。この報道は，日本国内で長らく公然の秘密とされてきた闇に光を当て（7），日本国内
でも大きな反響を生んだ。それが契機となり，ジャニーズ事務所はその後に解体し，被害者への補償も進ん

グローバル会計研究6号-本文-07岡本.indd   80 2025/05/21   13:23:45



81グローバル会計研究　第６号　2025 年３月

だ。
当該問題が長らく明るみに出なかった理由として，我が国におけるマスコミのローカルな特徴が指摘され

る。具体的には，我が国のマスコミが（1）企業や組織としての特性が強すぎて独立性や中立性に欠ける側
面があり，（2）組織構造が取材対象と過度に接近しているという 2 点が挙げられる（木下 , 2024）。例えば，
日本の新聞社は取材対象によって部署が厳格に分かれ，かつ記者クラブや取材対象との結びつきが強化され
ることで特定のエートスが形成され，セクショナリズムが高まり特定の社会問題を見落とすことにつながり
やすい。さらに，日本の新聞記者は企業や組織の論理に縛られ内部・外部からの圧力に晒されるため，報道
内容に対して過度に慎重となる傾向がある（木下，2024）。

ではなぜ BBC が異国における，ある意味報道がタブー視されていたローカルな問題に切り込んで，解決
へと繋げることができたのか。複数の要因が考えられるが，何よりも BBC がグローバルな報道機関であり（9），
児童性的虐待の深刻さや被害者支援の重要性に関するグローバルなオーディエンスの共感を生み出したから
であろう。事実，番組のナレーターを務め，日本でも被害者等へインタビューを行なったモビーン・アザー
氏は，大和日英基金が開催したセミナーにおいて，当該問題の根深さに関して，「こういう行為を許しては
いけないという声が社会の大多数になれば，変わる」と述べている（小林 , 2024, 300 頁）。加えて，BBC
が日本の報道機関や芸能事務所との力関係のようなしがらみに縛られることがなく，かつグローバルなレ
ピュテーションと信念を持ち合わせていたことも関係しているだろう。

このように，グローカル研究の目的の一つは，今まで見過ごされてきた今日的な問題や課題をローカルな
視点から「対象化」しつつ，グローバル化の中心と周縁の間の関係を対称化することにある（上杉，2020，
29 頁）。当該事例は，まさにグローバルな空間での情報発信が，解決困難なローカル空間の問題を見事に対
象化し，対称的な視点から解決へと導いた例であるだろう。換言すれば，日本のローカルメディアが対処し
きれなかった問題に対し，グローバルな組織が手を差し伸べて解決した，ある意味グローバルからローカル
への相互作用と捉えられるだろう。この場合とは逆に，ローカルな知見がグローバル問題の解決に寄与する
相互作用もあり得る。こういったグローカルな観点を会計領域に敷衍すれば，いかなる会計研究があり得る
のか，次節で検討することにしたい。

Ⅳ　ローカル・ミクロ的な IFRS 研究の台頭

グローカルな視点を会計研究に適用すると，単に IFRS の適用が広く企業や利害関係者にいかなる影響を
及ぼすのかというマクロ的視点から一歩踏み込んで，ローカルな空間における会計実践はいかに変化する（し
ない）のかという点が考察対象になる。IFRS 適用に関連するそういった研究として，まず Caria and Gomes 

（2024）がある。これは，ポルトガルにおいて 2000 年に IFRS を任意で適用し始めたジェロニモ・マーティ
ン社（以下，JM 社）の単一事例に注目し，企業内の様々な部署の社員 11 人に対するインタビュー調査に
基づき，その意思決定がいかにして生まれたのか考察した研究である。具体的には，JM 社の海外進出，業
績低迷，国内基準に対する不信の増大，国内資金調達市場の縮小，減損等を通じた貸借対照表の刷新，連結
重視，KPMG の IFRS コンサルタント，EC による規制の動きといった企業内外の要素が浮き彫りになり，
IFRS の任意適用は単純なものではなく，複数のアクターが種々の課題に直面しながら，新しい会計制度に
取り込まれていく過程で多様な関与装置（interessement devices）に対応していたと解釈される。この研究
は，IFRS の採用に関するミクロな導入プロセスに焦点を当てているという点で斬新であり，グローバルな
会計基準が各地域や組織の文脈でどのように価値を持つのかを明らかにした点で，グローカルな側面を持つ
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と位置付けられる。
また Kohler et al. （2021）は，原則主義であり，会計専門家による解釈の余地が大きい IFRS 適用の実務

に対応した都市部の会計事務所における「プロフェッショナル実務委員会」の動きを調査（グローバルな一
会計事務所の一部門におけるミクロな分析）した。Kohler et al. （2021）の問題意識は，大規模な国際会計
事務所がどのようにして IFRS 基準の解釈の統一を目指しているかであり，それをエスノグラフィーの手法
を用いて究明した。その結果，IFRS の一貫性が組織内外の「解釈ネットワーク」によって支えられている
ことが明らかになった。具体的に，専門家，規範，技術的文書，トレーニングプログラムなど，複数の要素
によって構築されるネットワークが，解釈を調整し，時には政治的力学が作用し，IFRS 適用における「公
式な解釈」として採用される。つまり，IFRS 適用に伴う解釈が，個人の「判断」に拠るものではなく，会
計事務所内の「実務委員会」のような組織との相互関係により構築されている。当該研究は，IFRS 適用の
一貫性はネットワークを通じて構築されるものであり，自然に存在するものではなく，ローカルな文脈にお
いて調整され得る点を指摘しており，ローカルに立脚した IFRS 適用の実践に関する側面を見出したものと
捉えられる。

ここで視点を我が国に向ければ，ローカル・ミクロな研究として，会計ビッグバン期における内圧と外圧
の狭間における制度形成に着目した Tsunogaya and Patel （2020）や，東芝による会計不正問題の詳細な調
査に基づく Demetriades and Owusu-Agyei （2022）がある。これらの研究は，日本におけるローカル・ミ
クロな文脈や事例がグローバルにインプリケーションがあると認められ，海外査読誌に掲載されたケースで
ある。

さらに，ローカル・ミクロの観点から興味深い研究として，Sugiyama and Islam （2016）は，オースト
ラ リ ア に お け る 日 本 企 業 の 子 会 社 が 初 め て IFRS に 基 づ く 財 務 諸 表 を 作 成 す る 際 に 行 っ た 調 整

（reconciliations）を分析し，どのような影響や課題が生じたのかを検討した。この背景には，オーストラリ
アが 2005 年に IFRS を強制適用したが，我が国では IFRS は任意適用のみが認められている（大部分の企業
は日本基準を適用している）というローカルコンテクストの差異がある。結論として，主な調整項目として
退職給付会計，金融商品，のれんおよび無形資産，および減価償却の計算等が挙げられ，特に退職給付債務
の計上方法と金融商品の測定に関する差異（特に公正価値評価や収益認識のタイミング）が顕著であった。
こういったローカルコンテクトに注目することで，IFRS 適用に伴う知識やスキル等のリソースや移行プロ
セスでのコストや複雑性等も明らかになる。

以上，ローカルな事象とグローバルな IFRS との関係に関するグローカルな研究をいくつか検討した。大
量のデータを用いて IFRS 適用のコストや便益を追究するマクロ的な研究では見出せない点に光を当てる
ローカル・ミクロな研究には，新たな知見を提示し得る可能性がある。前述のように，IASB（出発点）の
視点から IFRS 適用の知見を考えるよりも，その到達点と考えられるローカルな視点に立脚する研究は，見
落としがちな課題などを表面化させる意義を有する。会計はこれまでの歴史の中で「螺旋的・上昇的旋回」
を遂げながら，一方の極から他方の極へと振幅するパラダイム（会計の考え方ないし理念）の変化過程を遂
げてきた（武田 , 2003, 254 頁）。過去 30 年，主にマクロ的な観点から，企業のデータセットを用いた
IFRS に関する膨大な実証研究が行われてきた。その一方，IFRS 適用の便益は明らかになっていないとともに，
ローカルな文脈におけるミクロな研究はやや手薄だったように思われる。勿論，グローバル・マクロな研究
も引き続き必要であるが，螺旋的発展の視座から，それを補完するかたちでのローカル・ミクロな研究にも
スポットライトを当て，両者の相互作用を強調するグローカルな視点も有益だと考えられる。
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Ⅴ　結論と展望

IFRS の意義や効果をめぐる研究として，主にグローバル・マクロな実証的かつ定量的な研究が盛んに行
われてきたが，IFRS がいかにプラスの経済的効果をもたらしたのかという問いに対し，明確な答えは出て
いない。その背景には，IFRS 普及の到達点（末端）であるローカルな文脈における声や変化が十分に拾い
上げられてこなかった側面があるのは否めない。このような問題意識から，本稿は先行研究を参考に，グロー
カルな視点から今後のグローバル会計研究を展望した。特に IFRS に関する研究として，これまでローカル・
ミクロな研究も幾分見られるが，新たな知見を提供すべく，今後さらに重要になると思われる。

その際，ローカルコンテクトとして，日本は IFRS の任意適用の歴史が長い特殊な環境にあり，世界の関
心も集められると思われる。特に会計研究において，グローバルな視点は基本的には欧米を中心とした組織
や制度の動きに目を向けがちであり，それ以外の領域における会計（例えば我が国の会計）の特徴は，未だ
に広く知られていないだろう（10）。その反面，具体的に「なぜわが国で IFRS の任意適用企業がそこまで増
えないのか」，「複数の会計基準の併存状況に対して利害関係者はどのような姿勢なのか」，「IFRS を任意適
用した企業は何か変化を感じたか」，「JMIS は日本の意見をグローバルに発信するという効果を発揮してい
るか」といった問いは，ローカルな独自性を帯びる。その点でこれらの問いは，我が国の会計研究者が先陣
を切って取り組むべき研究テーマであり，グローカルな視点からも世界に発信すべき研究成果につながる可
能性がある。

注
（1）	 本稿は，2024 年 9 月 21 日に名古屋大学で開催されたグローバル会計学会第 7 回大会における報告に基づいてい

る。準備委員長を務められた仙場胡丹先生，ならびに拙い報告に貴重なご意見を賜ったご出席の先生方に，ここ
に記して深く感謝申し上げる。

（2）	 勿論，正式な会計基準（IFRS）以外にも，多くの実務指針や公開草案ならびに他の報告書等を公表している。
（3）	 経営学研究においても同様の問題が議論になっている。鈴木（2021）を参照されたい。
（4）	 ここで取り上げた研究以外にも類似する研究が存在すると考えられるが，今回は網羅的に検討できていない。そ

の点で本稿におけるレビュー論文の選定及び限定に関して，著者の主観性や限界が含まれるのは避けられない。
（5）	 当該問題は過去にも学会で議論されている。2016 年の日本会計研究学会第 75 回大会では，「グローカル時代の

会計」が統一論題のテーマであった。その意義や内容については，角ヶ谷（2017）を参照されたい。
（6）	 ちなみに会計のハイブリッド的側面は，Hybridization として例えば Miller et al. （2007）でも取り上げられてきた。
（7）	『週刊文春』が 1999 年から被害疑惑を報道していたが，逆にジャニーズ事務所から名誉毀損で訴えられた。2003

年，東京高等裁判所は記事の主要部分が真実であると認定し，2004 年には最高裁が事務所側の上告を棄却した。
しかし，性加害の事実が法的に認定されても，まともに取り上げるメディアは皆無であった（小林 , 2024, 298 頁）。

（9）	 BBC は英国に拠点を置くが，BBC World Service は英語を含む 42 言語で放送されており，59 か国 73 都市にジャー
ナリストやスタッフが配置されている。毎週の視聴者数は 3 億 1,800 万人にも達する

	 （https://www.bbc.com/aboutthebbc/whatwedo/worldservice）。
（10）	財務報告分野に限れば，例外的に Cooke and Kikuya （1992），Sanada and Tokuga （2019），Okamoto （2024）な

どがあるが，少数派であると考えられる。
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